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1111 議案第27号
秦野市いじめ問題対策調査委員会及び秦野
市いじめ問題再調査会条例を制定すること
について

教育指導課

　いじめ防止対策推進法の施行に伴い、教育委員会の附属機関として秦野市い
じめ問題対策調査委員会を設置するとともに、同委員会の調査の結果について
再調査を行うための市長の附属機関として秦野市いじめ問題再調査会を設置す
るため、制定するもの

　施行日　公布の日

2222 議案第28号
秦野市特別職職員の給与等に関する条例及
び秦野市職員の退職手当に関する条例の一
部を改正することについて

人事課

　本年４月１日に就任した金丸副市長の給料月額に係る減額措置を任期満了ま
で行うとともに、その減額率を退職手当の額に反映させるため、改正するもの
（減額率１０％）

　施行日　平成27年7月1日

平成平成平成平成２７２７２７２７年秦野市議会第年秦野市議会第年秦野市議会第年秦野市議会第２２２２回定例会提出議案等一覧表回定例会提出議案等一覧表回定例会提出議案等一覧表回定例会提出議案等一覧表

条例制定

一部改正条例

一部改正条例

3333 議案第29号
秦野市介護保険条例の一部を改正すること
について

高齢介護課

　介護保険法施行令の一部改正に伴い、所得段階第１段階に属する低所得者へ
の軽減措置として保険料率を引き下げるため、改正するもの（１０％の引下
げ）

　施行日　公布の日

4444 議案第30号
秦野市建築基準条例の一部を改正すること
について

建築指導課

　建築基準法及び同法施行令の一部改正に伴い、避難規定等の免除を受けるこ
とができる学校、共同住宅等の建築物として、耐火建築物等のほか、同法に定
める防火性能を有するものを加えるとともに、建築物の主要構造部等に係る基
準を同令に整合させるため、改正するもの

　施行日　公布の日

5555 議案第31号 動産の取得について
契約課

(警防対策課)
　消防署本署配置の消防ポンプ自動車の老朽化に伴い、更新車両を購入するも
の

一部改正条例

一部改正条例
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6666 議案第32号 動産の取得について
契約課

(情報指令課)
　消防救急無線の通信体制の整備を目的として、デジタル通信方式の基地局無
線設備、車載型無線機及び携帯型無線機を購入するもの

7777 議案第33号 工事委託に関する協定の締結について 下水道施設課
　秦野市下水道長寿命化計画等に基づく秦野市浄水管理センターにおける沈砂
池管理棟の改築・更新工事及び耐震補強工事を委託する協定を締結するもの

8888 議案第34号 専決処分の承認について 市民税課

　地方税法の一部改正により、次の事項について秦野市市税条例等の一部を早
急に改正する必要があるため専決処分したので、議会の承認を求めるもの
 (1)　平成27年度から引き上げることとしていた軽自動車税について、3輪以
　　上の軽自動車を除くものに係る実施時期を、平成28年度からとすること。
 (2)　天然ガス軽自動車等一定の環境性能を有するものとして地方税法で定め
　　る軽自動車（平成27年度中に新規に車両の番号登録をしたものに限る。）
　　について、平成28年度分に限り、軽課税率を設定すること。
 (3)　法人市民税均等割の税率適用区分である資本金等の額について、地方税

一部改正条例

 (3)　法人市民税均等割の税率適用区分である資本金等の額について、地方税
　　法で定める適用基準を設定すること。
 (4)　用途変更宅地等及び類似用途変更宅地等に対して課する固定資産税及び
　　都市計画税の課税標準を、比準課税標準額による価格とする経過措置を平
　　成29年度まで延長すること。

　専決処分日　平成27年3月31日

9999 議案第35号 専決処分の承認について 子育て支援課

　子ども・子育て支援法施行令の一部改正により、次の事項について秦野市特
定教育・保育及び特定地域型保育の利用者負担額等を定める条例の一部を早急
に改正する必要があるため専決処分したので、議会の承認を求めるもの
 (1)　特別利用保育又は特別利用地域型保育を受けるときの利用者負担額につ
　　いて、現に利用した施設又は事業にかかわらず、認定区分に係る額とする
　　こと。
 (2)　利用者負担額を負担すべき支給認定こどもの保護者の範ちゅうに、里
　　親、養育里親及び児童養護施設等の長を加えるとともに、これらの者に係
　　る負担額を定めること。

　専決処分日　平成27年3月31日

一部改正条例
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10101010 議案第36号 専決処分の承認について 国保年金課

　地方税法施行令の一部改正により、国民健康保険税の均等割額及び世帯別平
等割額の軽減対象世帯を拡大することについて秦野市国民健康保険税条例の一
部を早急に改正する必要があるため専決処分したので、議会の承認を求めるも
の

　専決処分日　平成27年3月31日

11111111 議案第37号 市道の認定について 道路管理課 　土地区画整理事業及び環境創出行為による移管に伴い、市道を認定するもの

12121212 議案第38号 市道の変更について 道路管理課
　土地区画整理事業及び環境創出行為による移管に伴い、市道の区域を変更す
るもの

13131313 議案第39号
平成２７年度秦野市一般会計補正予算（第
１号）を定めることについて

財政課

　歳入歳出補正見込額　45,077千円

　　・ふるさと寄付金の増に伴う事務費等の増（14,392千円）
　　・低所得者の介護保険料引下げに伴う繰出金の増（19,788千円）

一部改正条例

13131313 議案第39号
１号）を定めることについて

財政課 　　・低所得者の介護保険料引下げに伴う繰出金の増（19,788千円）
　　・｢いじめ問題対策調査委員会｣の設置に伴う委員報酬等の増（236千円）
　　・臨時福祉給付金等の精算に伴う国庫への返納金（10,661千円）

14141414 議案第40号
平成２７年度秦野市介護保険事業特別会計
補正予算（第１号）を定めることについて

高齢介護課
　歳入予算の補正

　　・低所得者の介護保険料引下げに伴う財源の補正（19,788千円）

15151515 報告第3号
平成２６年度秦野市一般会計継続費繰越計
算書

財政課

　繰越額　35,065,000円
　
　内訳
　スポーツ施設改修事業費（中央運動公園野球場電光掲示板改修工事費）
　（工事請負費）　35,065,000円

16161616 報告第4号
平成２６年度秦野市一般会計繰越明許費繰
越計算書

財政課

　繰越額　375,911,000円
　
　内訳
　広報宣伝費（役務費、委託料）　11,696,000円　ほか18件
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17171717 報告第5号
平成２６年度秦野市一般会計事故繰越し繰
越計算書

財政課

　繰越額　26,014,803円

　内訳
　降雪災害緊急対策事業費補助金（平成25年度繰越明許費設定）（補助金）
　20,645,723円　ほか1件

18181818 報告第6号
平成２６年度秦野市下水道事業特別会計継
続費繰越計算書

下水道総務課

　繰越額　415,042,726円

　内訳
　雨水幹線管きょ整備事業費（大根第10雨水幹線整備事業費）(工事請負費)
　73,442,726円　ほか1件

19191919 報告第7号
平成２６年度秦野市下水道事業特別会計繰
越明許費繰越計算書

下水道総務課

　繰越額　39,000,000円

　内訳
　雨水枝線管きょ整備事業費（工事請負費）　39,000,000円

20202020 報告第8号 秦野市土地開発公社の経営状況について 財産管理課
　地方自治法第243条の3第2項の規定により、平成27年度事業計画及び平成26
年度決算に関する書類を提出するもの

21212121 報告第9号
公益財団法人秦野市スポーツ振興財団の経
営状況について

スポーツ振興課
　地方自治法第243条の3第2項の規定により、平成27年度事業計画及び平成26
年度決算に関する書類を提出するもの

22222222 報告第10号
一般財団法人秦野市学校保全公社の経営状
況について

教育総務課
　地方自治法第243条の3第2項の規定により、平成27年度事業計画及び平成26
年度決算に関する書類を提出するもの

23232323 報告第11号 専決処分の報告について 財産管理課

　交通事故に係る損害賠償
　　賠償金額　　25,920円
　　過失割合　　100パーセント
　　専決処分日　平成27年5月12日


